
                             

２０００年１２月１日 

 

 平成１２年度上半期報告について   

  富士生命保険株式会社（社長 米村嘉耿）は、平成１２年度上半期（平成１２年 

  ４月１日～平成１２年９月３０日）の業績について、別添資料によりお知らせします。 
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１． 主要業績 

（１） 保有契約高                                     （単位：億円，％） 

 
区  分 平成12年度上半期末 

前年同期比 
平成11年度上半期末 平成11年度末 

個 人 保 険        9,427 119.8 7,868 8,627 

個 人 年 金 保 険        161 115.3 140 154 

団 体 保 険 1,000 115.6 865 866 

団 体 年 金 保 険 － － － － 

     （注）個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資を記載しております。  

   

（２） 新契約高                                           （単位：億円） 

平成12年度上半期 平成11年度上半期 平成11年度 
     区  分 新契約＋転換 

による純増加 新契約 
転換による 
純増加 

新契約＋転換 
による純増加 新契約 

転換による 
純増加 

新契約＋転換 
による純増加 新契約 

転換による 
純増加 

個 人 保 険     1,405    1,405 －   1,029 1,029 －   2,352 2,352 － 

個 人 年 金 保 険 17 17 － 13 13 －      36 36 － 

団 体 保 険 98 98 － 250 250    259   259  

団 体 年 金 保 険 － － － － －  － －  

（注）新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。 
 

（３） 主要収支項目                                      （単位：百万円，％） 

 
区  分 平成12年度上半期 

前年同期比 
平成11年度上半期 平成11年度 

保 険 料 等 収 入   9,332   120.3 7,757     16,430 

資 産 運 用 収 益   346   128.6 269 638 

保険金等支払金 2,108      74.0 2,850 4,012 

資 産 運 用 費 用 37      53.5 69 170 

 

（４） 総資産                                         （単位：百万円，％） 

 
区  分 平成12年度上半期末 

前年同期比 
平成11年度上半期末 平成11年度末 

総 資 産  34,340 133.6    25,697    29,527 

      （注）平成11年度末より貸倒引当金を資産の控除項目として計上しております。 



 

 

 

2 

２．上半期報告貸借対照表 
  （単位：百万円，％） 

平成12年度上半期末 

（平成12年９月３０日現在） 

平成11年度上半期末 

（平成11年９月３０日現在） 

平成11年度末要約貸借対照表 

（平成12年３月３１日現在） 

期 別 
 

科 目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比 

（  資産の部  ）             

現 金 及 び 預 貯 金  ２，９６１    ８．６  ３，７０８  １４．４    ３，９３７   １３．３ 

コ － ル ロ － ン  １４５    ０．４  －  －  －    － 

金 銭 の 信 託  ４８３    １．４  ４９６  １．９  －    － 

有 価 証 券  ２６，７７７  ７８．０  １７，２７２  ６７．２  ２１，５９８    ７３．１ 

（ う ち 公 社 債 ） （ ２５，０９２ ）  １５，５２１ ）  １９，９１４ ）  

（ う ち 株 式 ） （ １，６８４ ）  １，７５０ ）  １，６８４ ） 

貸 付 金  ７１０   ２．１  ３９２  １．５    ５１１     １．７ 

保 険 約 款 貸 付  ７１０   ２．１  ３９２  １．５     ５１１     １．７ 

不 動 産 及 び 動 産  ３３   ０．１  ３３  ０．１  ３６     ０．１ 

（ う ち 不 動 産 ） （ ４ ）  ５ ）  5 ）  

代 理 店 貸  ４   ０．０  ２  ０．０  １     ０．０ 

再 保 険 貸  －   －  １５９  ０．６  －    － 

そ の 他 資 産  ３，１４０   ９．１  ３，６３１  １４．１  ３，３５６     １１．４ 

（うち保険業法第113条繰延資産） （ ２，２２９ ）  ２，６３４ ）  ２，４３１ ）  

繰 延 税 金 資 産  ８４    ０．２  －  －  ８４       ０．３  

資 産 の 部 合 計  ３４，３４０  １００．０  ２５，６９７  １００．０  ２９，５２７   １００．０ 

 

                                                        （単位：百万円，％） 

平成12年度上半期末 

（平成12年９月３０日現在） 

平成11年度上半期末 

（平成11年９月３０日現在） 

平成11年度末要約貸借対照表 

（平成12年３月３１日現在） 

期 別 
 

科 目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比 

（  負債の部  ）             

保 険 契 約 準 備 金  ２４，７４０  ７２．０  １５，９４７  ６２．１  ２０，１１０  ６８．１ 

（ うち責任準備金 ） （ ２４，４３５ ）  （ １５，５７６ ） （ １９，６９５ ） 

代 理 店 借  １４９  ０．４  １４０  ０．５  １４３  ０．５ 

再 保 険 借  ３３  ０．１  ２６  ０．１  ２７  ０．１ 

そ の 他 負 債  ３８３  １．１  ３２３  １．３  ２９５  １．０ 

価 格 変 動 準 備 金  ３２  ０．１  １７  ０．１  ２２  ０．１ 

負 債 の 部 合 計  ２５，３３９  ７３．８  １６，４５４  ６４．０  ２０，５９８  ６９．８ 

（  資本の部  ）             

資 本 金  １０，０００  ２９．１  １０，０００  ３８．９  １０，０００  ３３．９ 

欠 損 金  ▲９９８  ▲２．９  ▲７５６  ▲２．９  ▲１，０７１  ▲３．６ 

前 期 繰 越 損 失  ▲１，０７１  ▲３．１  ▲１，１７１  ▲４．６  ▲１，１７１  ▲４．０ 

過年度税効果調整額  －  －  －  －  ９３  ０．３ 

半 期 収 支 残 高  ７２  ０．２  ４１４  １．６  ６      ０．０ 

資 本 の 部 合 計  ９，００１  ２６．２  ９，２４３  ３６．０  ８，９２８  ３０．２ 

負 債 及 び 資 本の 部 合 計  ３４，３４０  １００．０  ２５，６９７  １００．０  ２９，５２７    １００．０ 

（注）平成1１年度末要約貸借対照表の半期収支残高は当期利益を示しております。 
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３．上半期報告損益計算書 

                                                   （単位：百万円，％） 

平成12年度上半期 

平成12年４月 １日から 

平成12年９月３０日まで 

平成11年度上半期 

平成11年４月 １日から 

平成11年９月３０日まで 

平成11年度要約損益計算書 

平成11年４月 １日から 

平成12年３月３１日まで 

期 別 
 

科 目 

金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比 

経 常 収 益  ９，９５５  １００．０  ８，０２７  １００．０  １７，６７０   １００．０ 

保 険 料 等 収 入  ９，３３２  ９３．７  ７，７５７  ９６．６  １６，４３０  ９３．０ 

（ う ち 保 険 料 ） （ ９，３１８ ）  （ ７，４９７ ）  （１６，１７０ ）  

資 産 運 用 収 益  ３４６  ３．５  ２６９  ３．４  ６３８  ３．６ 

（うち利息及び配当金等収入） （ ３０５ ）  （ ２２４ ）  （ ４８５ ）  

（うち金銭の信託運用益） （ １０ ）  （ ５ ）  （  ３２ ）  

（うち有価証券売却益） （ ２４ ）  （ ３４ ）  （ １０９ ）  

そ の 他 経 常 収 益  ２７６  ２．８  ０  ０．０  ６０２  ３．４ 

経 常 費 用  ９，８１２  ９８．６  ７，６０２  ９４．７  １７，５７２  ９９．４ 

保 険 金 等 支 払 金  ２，１０８  ２１．２  ２，８５０  ３５．５  ４，０１２  ２２．７ 

（ う ち 保 険 金 ） （ ５６１ ）  （ ５９３ ）  （ １，０５６ ）  

（ う ち 年 金 ） （ ５３ ）  （ ０ ）  （ ０ ）  

（ う ち 給 付 金 ） （ ４８８ ）  （ １４４ ）  （   １，４５

５ 

）  

（ う ち 解 約 返 戻 金 ） （ ８８８ ）  （ ４７６ ）  （   １，３０

１ 

）  

責 任 準 備 金 等 繰 入 額  ４，７４０  ４７．６  ２，９１１  ３６．３  ７，０２９  ３９．８ 

（うち責任準備金繰入額） （ ４，７４０ ）  （ ２，７８０ ）  （ ６，８９９ ）  

資 産 運 用 費 用  ３７  ０．４  ６９  ０．９  １７０  １．０ 

（うち有価証券売却損） （ － ）  （ １７ ）  （  １７ ）  

（うち有価証券評価損） （ ２２ ）  （ ３ ）  （  ６６ ）  

事 業 費  ２，３５０  ２３．６  １，４００  １７．４    ４，２１

３ 

 ２３．８ 

そ の 他 経 常 費 用  ５７６  ５．８  ３６９  ４．６  ２，１４６  １２．１ 

経 常 収 支 残 高  １４２  １．４  ４２５  ５．３ ＊１   ９７     ０．６ 

特 別 損 失  １０  ０．１  ３  ０．０          ８      ０．０ 

契約者配当準備金繰入額  －  －  －  －         ６

１ 

     ０．３ 

税 引 前 半 期 収 支 残 高  １３２  １．３  ４２１  ５．２  ＊２       ２７     ０．２ 

法 人 税 及 び 住 民 税  ５９  ０．６  ６  ０．１  １２      ０．１ 

法 人 税 等 調 整 額  －  －  －  －     ８      ０．０ 

半 期 収 支 残 高  ７２  ０．７  ４１４  ５．２ ＊３       ６     ０．０ 

 （注） ＊１ 平成1１年度決算の経常利益 

     ＊２ 平成1１年度決算の税引前当期利益 

     ＊３ 平成1１年度決算の当期利益 
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半期報告貸借対照表及び半期報告損益計算書作成の基本となる事項 

平成１２年度上半期 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 当半期報告から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成

 １１年１月２２日））並びに改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。 

(1)有価証券 

有価証券（現金及び預貯金のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信託において信託財産として運用している有価証券

を含む）の評価は売買目的の有価証券については時価法、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、その他有価証券のうち  取得差額が金利調整差額と認められる公社債については移動平均法による償却原

価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。 

２．不動産及び動産の減価償却の方法 

     不動産及び動産の減価償却は、定率法により年間見積額を期間により按分し計上しております。 

    なお、その他資産に計上している自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間に基づく定額法により行っており

 ます。 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準を準用して計上することとしております。 

なお、当半期末残高はありません。 

(2)退職給付引当金 

  当半期報告から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成１０年６月１６日））を適用しております。当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当上半期末にお

いて発生していると認められる額を計上することとしております。なお、当半期末残高はありません。 

４．価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

５．ヘッジ会計の方法 

当半期報告から、ヘッジ会計は「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１月 

  ２２日）に従い、外貨建預金については為替の振当処理を行っております。 

６．消費税及び地方消費税の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、事業費等の費用は税込方式によっておりま

す。 

  なお、資産にかかる控除対象外消費税のうち、税法に定める繰延消費税については、前払費用に計上の上５年間で均等

償却しておりますが当半期の償却額は、年間見積額を期間により按分し計上しております。                    

   また、繰延消費税以外のものについては、費用処理しております。 

７．責任準備金の積立方法 

 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については保険業法施行規則第６９条

第４項第４号の規定に基づいて、５年チルメル式または平準純保険料式により計算しております。 

８．保険業法第１１３条繰延資産の償却方法 

  保険業法第１１３条繰延資産の償却額の計算は定款の規定に基づき行っております。 
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注記事項注記事項注記事項注記事項    

（貸借対照表関係） 

平成１２年度上半期末 

１．不動産及び動産の減価償却累計額は４４百万円であります。 

２．担保に供されている資産の額は１８４百万円であります。また、担保付債務の額はありません。 

３．その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。 

   なお、その他有価証券に係る貸借対照表計上額は１８，８８９百万円、時価は２５，４３３百万円、評価差額金相当額 

  は４，１７８百万円及び繰延税金負債相当額は２，３６５百万円であります。 

４．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権および貸付条件緩和債権の額はありません。 

 
 

（損益計算書関係） 

平成１２年度上半期 

１． その他運用収益には、金銭の信託において信託財産として運用している売買目的の有価証券の評価益を含めて表示しており 

  ます。 

２． 当上半期報告より、従来、有価証券償還益・有価証券償還損として表示しておりました公社債に係る金利調整差額を、利息 

  及び配当金等収入に含めております。 

３．当上半期報告における税金費用については、簡便法による税効果会計を適用しているため、法人税等調整額は、「法人税及 

  び住民税」に含めて計上しております。 

４．契約者配当準備金繰入額を計算していないため、当半期損益計算における収益と費用の差額は、半期収支残高として示して 

おります。 

   
 
 

 

 



  

                                     
                                                                                            
 

                                       ６ 

                                                                

４．平成 12 年度上半期の一般勘定資産の運用状況 
 

（１）運用環境 
  平成 12年度上半期の日本経済は、個人消費の低迷感が依然続いており、厳しい状況
をなお脱していませんが、民間設備投資が堅調に推移し、企業収益も改善を見せるな
ど、景気は穏やかに改善している状況にあります。 
  国内長期金利は、ゼロ金利政策の解除を意識した展開となりましたが、年度始めか
らの株安の影響により、堅調な動きとなりました。8月のゼロ金利政策の解除により、
長期国債流通利回りは一時 1.9％台に上昇しましたが、2.0％の壁で跳ね返され、9 月
末は 1.8％台で終わりました。 
  株式相場は、米国株式の調整の影響を受けて外国人の利益確定売りにより、年度始
めから下落し、8月初めに日経平均は 15,000 円台に下落しました。ゼロ金利政策の解
除を機に材料出尽くし感が強まり、その後一時 17,000 円台まで戻しましたが、9月に
は中間決算期末を控えて、持ち合い解消の売りが出て再び 15,000 円台に下がりました。 

 
（２）運用方針 
  当社は、生保事業の社会性および保険商品（負債）の特性を考慮し、安全性を優先
して長期的・安定的に収益確保を図ることを基本方針として資産運用を行っています。 
  このため、債券につきましては、信用リスク軽減のため格付けの高い国内の公社債
を中心としてポートフォリオに組み入れております。 
  株式の新規投資につきましては、今期は相場環境が軟調なことから、組入れを見送
っております。金銭の信託につきましては、外部の投資顧問会社と投資一任契約を締
結し、リスク許容度の範囲を定めて運用しております。 
  また、融資および不動産投資につきましては、引き続き運用を見合わせております。 

 
（３）運用実績の概況 
  平成 12 年度上半期末の総資産は、前期末比 4,813 百万円増加し 34,340 百万円とな
りました。 
  上記運用方針に沿って、増加資産の大半を国内の長期債券を中心に運用した結果、
資産運用関係収益は 346 百万円、資産運用関係費用は 37 百万円となりました。 
  上半期末の主な資産構成は、国内公社債が 25,092 百万円（73.1％）、現預金・コー
ルローンが 3,106 百万円（9.0％）、株式が 1,684 百万円（4.9％）となりました。 
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５．資産運用の実績（一般勘定） 
（１）資産の構成                           （単位：百万円，％） 

平成12年度上半期末 平成11年度上半期末 平成11年度末 
区   分 

金 額 占率 金 額 占率 金 額 占率 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 3,106 9.0 3,708 14.4 3,937 13.3 
商 品 有 価 証 券 ― ― ― ― ― ― 

金 銭 の 信 託 483 1.4 496 1.9 ― ― 

有 価 証 券 26,777 78.0 17,272 67.2 21,598 73.1 

 公 社 債 25,092 73.1 15,521 60.4 19,914 67.4 
 株  式 1,684 4.9 1,750 6.8 1,684 5.7 

 外 国 証 券 ― ― ― ― ― ― 

  公 社 債 ― ― ― ― ― ― 

  株 式 等 ― ― ― ― ― ― 
 その他の証券 ― ― ― ― ― ― 

貸 付 金 710 2.1 392 1.5 511 1.7 

不 動 産 4 0.0 5 0.0 5 0.0 

繰 延 税 金 資 産 84 0.2 ― ― 84 0.3 
そ の 他 3,173 9.2 3,822 14.9 3,389 11.5 

貸 倒 引 当 金 ― ― ― ― ― ― 
合 計 34,340 100.0 25,697 100.0 29,527 100.0 

 うち外貨建資産 ― ― ― ― ― ― 

１． 買入金銭債権はその他に含むものとします。 
２． 平成11年度末より貸倒引当金を資産の控除項目として計上しております。 
３． 平成12年度上半期末における有価証券の評価は、商品有価証券、運用を目的とする金銭の信託等、 

     売買目的の有価証券については、時価法によっております。 

（２）資産の増減                                 （単位：百万円） 

区  分 平成12年度上半期 平成11年度上半期 平成11年度 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ ▲830 ▲1,224 ▲994 

商 品 有 価 証 券 ― ― ― 

金 銭 の 信 託 483 496 ― 
有 価 証 券 5,178 3,723 8,049 

 公 社 債 5,178 3,723 8,116 

 株  式 ― ― ▲66 
 外 国 証 券 ― ― ― 

  公 社 債 ― ― ― 

  株 式 等 ― ― ― 

 その他の証券 ― ― ― 
貸 付 金 198 165 283 

不       動       
産 

▲0 ▲0 ▲1 

繰 延 税 金 資 産 ― ― 84 

そ の 他 ▲215 ▲8 ▲440 

貸 倒 引 当 金 ― ― ― 

合 計 4,813 3,152 6,981 

 うち外貨建資産 ― ― ― 

１．買入金銭債権はその他に含むものとします。 
２．平成11年度末より貸倒引当金を資産の控除項目として計上しております。 
３．平成12年度上半期末における有価証券の評価は、商品有価証券、運用を目的とする金銭の信託等、 

     売買目的の有価証券については、時価法によってお ります。 
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（３）資産運用収益 
                                                    （単位：百万円
） 

区   分 平成12年度上半期 平成11年度上半期 平成11年度 
利息及び配当金等収入 305 224 485 

 預 貯 金 利 息 18 17 33 
 有価証券利息・配当金 278 202 440 

 貸 付 金 利 息 8 4 11 

 不 動 産 賃 貸 料 ― ― ― 

 そ の 他 利 息 配 当 金 0 0 0 
商 品 有 価 証 券 売 買 益 ― ― ― 

金 銭 の 信 託 運 用 益 10 5 32 

有 価 証 券 売 却 益 24 34 109 

 国 債 等 債 券 売 却 益 24 3 66 
 株 式 等 売 却 益 ― 31 42 

 外 国 証 券 売 却 益 ― ― ― 

 そ の 他 ― ― ― 

有 価 証 券 償 還 益 0 4 10 
為 替 差 益 ― ― ― 

そ の 他 運 用 収 益 6 ― ― 

売買目的有価証券評価益 ― ― ― 

デリバティブ評価益 ― ― ― 

 

そ の 他 6 ― ― 
合     計 346 269 638 

 
     （４）資産運用費用 
                                    （単位：百万円） 

区   分 平成12年度上半期 平成11年度上半期 平成11年度 
支 払 利 息 0 0 0 

商 品 有 価 証 券 売 買 損 ― ― ― 
有 価 証 券 売 却 損 ―  17 17 

 国 債 等 債 券 売 却 損 ― 17 17 

 株 式 等 売 却 損 ― ― 0 

 外 国 証 券 売 却 損 ― ― ― 
 そ の 他 ― ― ― 

有 価 証 券 評 価 損 22 3 66 

 国 債 等 債 券 評 価 損 ― ― ― 

 株 式 等 評 価 損 22 3 66 
 外 国 証 券 評 価 損 ― ― ― 

有 価 証 券 償 還 損 0 37 63 

為 替 差 損    14 11 22 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― ― ― 
貸 付 金 償 却 ― ― ― 

賃貸用不動産等減価償却費 ― ― ― 

そ の 他 の 運 用 費 用 0 0 0 

 デリバティブ評価損 ― ― ― 

 そ の 他 0 0 0 

合     計 37 69 170 
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（５） 有価証券の時価情報（有価証券のうち時価のあるもの） 

                                       （単位：百万円） 

平成12年度上半期末 平成11年度上半期末 平成11年度末 

差 損 益 差 損 益 差 損 益 
区  分 貸借対照表 

価 額      

 

時 価  
う 
ち 
差 
益 

う
ち
差
損 

貸借対照表 
価 額      

 

時 価  
う 
ち 
差 
益 

う
ち
差
損 

貸借対照表 
価 額      

    

時 価  
う 
ち 
差 
益 

う
ち
差
損 

商品有価証券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

有 価 証 券 26,777 33,235 6,458 6,826 367 16,892 20,949 4,057 4,285 227 21,348 29,349 8,001 8,083 81 

 公社債 25,092 24,947 ▲145 222 367 15,141 15,137 ▲4 223 227 19,664 20,126 462 544 81 

 株式 1,684 8,288 6,604 6,604 ― 1,750 5,812 4,062 4,062 ― 1,684 9,223 7,539 7.539 0 

 外国証券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

  公社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

  株式等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 そその他の証券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

合     計 26,777 33,235 6,458 6,826 367 16,892 20,949 4,057 4,285 227 21,348 29,349 8,001 8,083 81 

（注）平成11年度上半期末および平成11年度末における商品有価証券及び有価証券は、財務諸表等の用語、様式及び作成
方法に関する規則により、非開示とされた有価証券を除いております。 

 
・  平成12年度上半期末において、時価のない有価証券の貸借対照表価額は次のとおりです。 
                                                            （単位：百万円） 
 平成12年度上半期末 
非上場国内株式（店頭売買有価証券を除く） ― 
非上場外国株式 ― 
非上場債券（外国証券） ― 
その他 ― 
合計 ― 
   
・  平成11年度上半期末および平成11年度末において、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則により開示の 
  対象から除いた有価証券の貸借対照表価額は次のとおりです。 

                                                        （単位：百万円） 

 平成11年度上半期末 平成11年度末 

商品有価証券 残存償還期間１年以内の公募非上場債券 ― ― 

有価証券 ３７９ ２５０ 

 公募債以外の円建国内非上場債券 ― ― 

 残存償還期間１年以内の円建国内公募非上場債券 ３７９ ２５０ 

 外貨建（含むユーロ円建）国内債券のうち非上場債券 ― ― 

 店頭売買有価証券を除く非上場国内株式 ― ― 

 外国証券のうち非上場債券 ― ― 

 外国証券のうち非上場株式 ― ― 

 その他 ― ― 
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合         計 ３７９ ２５０ 

 
 

 

６．特別勘定資産残高の状況 

    該当ありません。 

７．リスク管理債権の状況 

    該当ありません。 

 

８．債務者区分による債権の状況    

                                        （単位：百万円） 
区    分 平成12年度上半期末 平成11年度末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 － － 

危険債権 － － 

要管理債権 － － 

正常債権 ７１５ ５１５ 

合計 ７１５ ５１５ 

 
（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に 

     陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。 
  ２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契 

    約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をいいます。 
  ３．要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金をいいます。なお、３カ月以上延滞貸 
   付金とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸付金（注１及び２ 
   に掲げる債権を除く。）をいい、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と 
   して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを 
   行った貸付金（注１及び２に掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）をいいます。 

     ４．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに掲げ 
  る債権以外のものに区分される債権をいいます。  
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